
 

 令和６年度研修実施計画（案） 

 

１ 実施する研修及び実施の方式 

(1) 政治資金監査に関する研修（以下「登録時研修」という。）及び政治資金監査

実務に関するフォローアップ研修（以下「フォローアップ研修」という。）を実

施する。 

※ 登録時研修とは、登録政治資金監査人が登録政治資金監査人として必要な専門的知識を修

得することを目的とする研修をいう。 

※ フォローアップ研修とは、登録時研修で修得した専門的知識をフォローアップする研修を

行うことで、登録政治資金監査人が政治資金監査実務の基礎知識を定着・向上させることを

目的とする研修をいう。 

 

(2) 集合研修（要望研修を含む。）、個別研修及びリモート研修の方式により実施

する。 

 

２ 集合研修等 

(1) 実施の時期等 

① 各士業の繁閑を考慮し、また、新型コロナウィルス感染症の収束等の状況

を踏まえ、令和６年６月下旬から１１月下旬にかけて下記の都市で実施す

る。 

【北海道：札幌市、東北：仙台市、関東：東京都（昼間１回、夜間１回）、

中部：名古屋市、近畿：大阪市、中国・四国：広島市、九州・沖縄：福岡

市】 

 

② ①のほか、年度を通じて研修受講機会を提供する観点から、令和７年２月

から３月にかけて下記の都市で実施する。 

【関東：東京都、近畿：大阪市】 

 

③ ①、②のほか、登録政治資金監査人の登録状況や登録時研修の受講状況等

を踏まえ、必要に応じ研修の追加実施を検討する。また、研修の追加実施に

当たっては、従前どおり下記のとおり取り扱う。 

資料１－１ 



ア 研修への参加状況等を踏まえ、各ブロックにおいて、必要に応じ、登録

政治資金監査人の数が多く、かつ、交通の利便性が高い都市において集合

研修を追加実施する。 

イ 登録時研修について、概ね５人以上の登録政治資金監査人から、希望す

る研修日・研修地を示して実施の要望があった場合で、その実施に支障が

ないと認められるときは、研修を追加実施する（要望研修）。 

ウ 研修を追加実施する場合は、原則として事前に委員会に諮るものとす

る。ただし、委員会に諮る期間的な余裕がないときは、研修を実施後、直

近の委員会で報告するものとする。 

 

  ④ 研修を中止する場合は、原則として事前に委員会に諮るものとする。ただ

し、委員会に諮る期間的な余裕がないとき及び受講申込みがなかったことか

ら研修を実施しないこととした場合は、直近の委員会で報告するものとす

る。 

 

(2) 実施する研修 

集合研修においては登録時研修及びフォローアップ研修、要望研修におい

ては登録時研修を実施する。 

 

３ 個別研修 

登録時研修については、従前どおり、登録政治資金監査人からの申込みによ

り、個別研修を随時実施する。 

また、フォローアップ研修についても、登録政治資金監査人からの申込みに

より、個別研修を随時実施する。 

 

４ リモート研修 

 (1) 実施の時期等 

    リモート研修は、令和６年９月から令和７年１月頃にかけて実施する。 

 

 (2) 実施する研修 

リモート研修においては登録時研修及びフォローアップ研修を実施する。 



 

 

 (3) 実施概要 

  ① 受講人数（人数上限の目安） 

   ・ 登録時研修：９０名（１か月の上限３０名） 

   ・ フォローアップ研修：１，０００名（１か月の上限５００名） 

 

  ② 研修の内容 

     登録時研修、フォローアップ研修ともに、集合研修と同様の研修を実施

する。 

 

  ③ 実施方法等 

   ア リモート研修は、動画視聴の方法により行う。 

   イ 研修受講者によってすべての研修動画の視聴が行われていること及び研

修受講者本人による有効な視聴であったことを確認するための所要の措置

を行う。 

 

５ 小テスト及びアンケートの実施 

各研修実施要領に基づく小テストを実施する。なお、当該小テストの結果に

より研修の合否判定を行うものではない。 

リモート研修における小テストの結果は集計し、その傾向等を今後実施する

研修へフィードバックすることにより研修の質の向上を図る。 

また、今後実施する研修内容の質の向上を図るため、令和５年度と同様、ア

ンケートを実施する。 


